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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シート状の記録媒体をその幅方向と直交する搬送方向に搬送しつつ、当該記録媒体上に
付着した現像剤による像を熱定着するように構成された、定着装置であって、
　前記幅方向に沿った長手方向を有する金属製の中空円筒状の部材であって、回転駆動さ
れることでその周面が前記記録媒体と接触しつつ前記搬送方向に沿って移動するように構
成された、加熱ローラ本体と、
　前記幅方向に沿った長手方向を有し、前記加熱ローラ本体の内側の空間内に挿入された
、ヒータと、
　前記加熱ローラ本体を回転可能に支持するとともに前記ヒータを固定的に支持するよう
に構成された、定着フレームと、
　前記ヒータを前記定着フレームに固定的に支持させるとともに当該ヒータに給電するた
めに、当該ヒータの前記長手方向における一端に固定された給電端子に取り付けられた、
導電性の板状部材からなる端子板と、
　を備え、
　前記端子板は、
　前記ヒータの前記給電端子に取り付けられた、取付部と、
　前記定着フレームに係止されるために、前記取付部から前記加熱ローラ本体の径方向に
延出するように設けられた舌片状の部材であって、前記ヒータの前記長手方向と平行に配
置された、係止部と、
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　前記ヒータに給電するための配線の末端に設けられたコネクタに挿入されて当該コネク
タと弾性的に係合することで、当該配線と電気的に接続されるために、前記取付部から前
記係止部の延出方向と同じ方向に延出するように設けられた舌片状の部材であって、前記
ヒータの前記長手方向と交差するように配置された、係合端子部と、
　を備え、
　前記ヒータは、ガラス管内にガスを封入することによって形成されていて、
　前記ヒータの前記長手方向における一方の端部と他方の端部との間の位置には、ガス封
入時に形成された封止チップ部が、前記径方向に突出するように設けられ、
　前記係止部及び前記係合端子部は、前記封止チップ部の突出方向と同じ方向に延出する
ように設けられたことを特徴とする、定着装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の定着装置であって、
　前記係止部は、前記取付部と平行且つ同一平面上に配置されていて、
　前記係合端子部は、前記取付部の前記幅方向における最外端と結合されていて、当該最
外端にて前記延出方向及び前記幅方向と直交する方向に屈曲されることで、前記ヒータの
前記長手方向と交差するように配置されたことを特徴とする、定着装置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の定着装置であって、
　前記係止部は、前記ヒータの前記長手方向に沿って側面視した場合に、前記封止チップ
部と重なるように設けられたことを特徴とする、定着装置。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のうちのいずれか１項に記載の定着装置において、
　前記加熱ローラ本体の前記長手方向における一端部に固定された、受動ギヤをさらに備
え、
　前記加熱ローラ本体の前記一端部には、前記径方向における外側に屈曲されることで前
記受動ギヤと係合する係合舌片が設けられ、
　前記受動ギヤには、
　前記径方向における外側に屈曲された状態の前記係合舌片を収容することで当該係合舌
片を係止するように、当該受動ギヤの軸中心から偏倚した位置に設けられていて、軸方向
について当該受動ギヤを貫通する貫通孔として形成された、係合舌片収容孔と、
　前記ヒータが挿通され得るように、前記軸方向について当該受動ギヤを貫通する貫通孔
として前記軸中心に対応する位置に形成されていて、前記係合舌片収容孔と接続するよう
に設けられた、軸中心孔と、
　が形成されたことを特徴とする、定着装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シート状の記録媒体をその幅方向と直交する搬送方向に搬送しつつ、当該記
録媒体上に付着した現像剤による像を熱定着するように構成された、定着装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現像剤（トナー）による像（以下、「トナー像」と称する。）をシート状の記録媒体（
用紙）上に形成する画像形成装置には、定着装置が備えられている。この定着装置として
、いわゆる加熱ローラ及び加圧ローラを備えたものが、広く用いられている。
【０００３】
　加熱ローラは、通常、金属製の中空円筒状部材の内側の空間内にヒータを収容すること
によって構成されている。このヒータとしては、いわゆるハロゲンヒータが広く用いられ
ている。加圧ローラは、加熱ローラに向けて押圧されるように、加熱ローラと平行に設け
られている。この種の定着装置は、加熱ローラ及び加圧ローラによって、トナー像を担持
した用紙を挟んで加熱及び加圧することでトナー像を用紙上に固着させつつ、当該用紙を
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所定の搬送方向に搬送するように構成されている。
【０００４】
　この種の定着装置において、ヒータを安定して支持するとともにヒータに対して安定的
な給電を行うために、上述の中空円筒状部材を回転駆動可能とする一方でヒータを固定的
（すなわち回転不能）に支持する構成が、広く採用されている（例えば特開２０００－２
８４６２２号公報等参照）。
【０００５】
　かかる構成においては、ヒータの長手方向における端部に固定された給電端子に、金属
製の端子板が固定されている。この端子板は、定着装置のフレームに係止されていて、ヒ
ータに給電するための配線と電気的に接続されている（特開２０００－２８４６２２号公
報においてはハンダ付けされている）。ここで、上述の配線と端子板との電気的接続をよ
り簡易かつ確実に行うために、当該配線の末端にコネクタ（例えばファストン端子）を設
けて、このコネクタと端子板とを弾性的に係合させる構成も提案されている（例えば、特
開２００９－１８０８３９号公報、特開２００９－２２９８４９号公報、特開２００９－
２９５４６２号公報、等参照）。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　画像形成装置の小型化のためには、この種の定着装置においても、小型化が要求される
。よって、この種の定着装置において、装置構成が大型化することは好ましくない。また
、ウォームアップ時間の短縮を含めた消費電力の低下等のためには、加熱ローラを小径化
することが好ましい。このように、この種の定着装置においては、様々な理由により、装
置構成を小型化する要求がある。
【０００７】
　本発明は、かかる課題に対処するためになされたものである。すなわち、本発明の目的
は、ヒータを安定的に支持しつつヒータに対する給電を簡易且つ確実に行うとともに、さ
らなる装置構成の小型化が可能な、定着装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の定着装置は、シート状の記録媒体をその幅方向と直交する搬送方向に搬送しつ
つ、当該記録媒体上に付着した現像剤による像を熱定着するように構成されている。この
定着装置は、加熱ローラ本体と、ヒータと、定着フレームと、端子板と、を備えている。
【０００９】
　前記加熱ローラ本体は、前記幅方向に沿った長手方向を有する金属製の中空円筒状の部
材であって、回転駆動されることでその周面が前記記録媒体と接触しつつ前記搬送方向に
沿って移動するように構成されている。前記ヒータは、前記幅方向に沿った長手方向を有
し、前記加熱ローラ本体の内側の空間内に挿入されている。前記定着フレームは、前記加
熱ローラ本体を回転可能に支持するとともに、前記ヒータを固定的（すなわち回転不能）
に支持するように構成されている。前記端子板は、導電性の板状部材からなり、前記ヒー
タを前記定着フレームに固定的に支持させるとともに当該ヒータに給電するために、当該
ヒータの前記長手方向における一端に固定された給電端子に取り付けられている。
【００１０】
　本発明の特徴は、前記端子板が、以下の構成を備えたことにある：この端子板は、取付
部と、係止部と、係合端子部と、を備えている。前記取付部は、前記ヒータの前記給電端
子に取り付けられている。前記係止部は、前記定着フレームに係止されるために、前記取
付部から前記加熱ローラ本体の径方向に延出するように設けられた舌片状の部材であって
、前記ヒータの前記長手方向と平行に配置されている。前記係合端子部は、前記取付部か
ら前記係止部の延出方向と同じ方向に延出するように設けられた舌片状の部材であって、
前記ヒータの前記長手方向と交差（典型的には直交）するように配置されている。この係
合端子部は、前記ヒータに給電するための配線の末端に設けられたコネクタに挿入されて
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当該コネクタと弾性的に係合することで、当該配線と電気的に接続されるようになってい
る。
【００１１】
　前記端子板は、以下の構成を備えていてもよい：前記係止部は、前記取付部と平行且つ
同一平面上に配置されている。前記係合端子部は、前記取付部の前記幅方向における最外
端と結合されている。この係合端子部は、前記最外端にて前記延出方向及び前記幅方向と
直交する方向に屈曲されることで、前記ヒータの前記長手方向と交差するように配置され
ている。
【００１２】
　前記ヒータが、ガラス管内にガスを封入することによって形成されている場合、このヒ
ータには、ガス封入時に形成された封止チップ部が、前記径方向に突出するように設けら
れている。この場合、前記係止部及び前記係合端子部は、前記封止チップ部の突出方向と
同じ方向に延出するように設けられ得る。また、前記係止部は、前記ヒータの前記長手方
向に沿って側面視した場合に、前記封止チップ部と重なるように設けられ得る。
【００１３】
　前記定着装置は、受動ギヤをさらに備えていてもよい。この受動ギヤは、前記加熱ロー
ラ本体の前記長手方向における一端部に固定されている。この場合、前記加熱ローラ本体
の前記一端部には、前記径方向における外側に屈曲されることで前記受動ギヤと係合する
係合舌片が設けられ得る。また、前記受動ギヤには、係合舌片収容孔と、軸中心孔と、が
形成され得る。前記係合舌片収容孔は、軸方向について当該受動ギヤを貫通する貫通孔と
して形成されている。この係合舌片収容孔は、前記径方向における外側に屈曲された状態
の前記係合舌片を収容することで当該係合舌片を係止するように、当該受動ギヤの軸中心
から偏倚した位置に設けられている。前記軸中心孔は、前記ヒータが挿通され得るように
、前記軸方向について当該受動ギヤを貫通する貫通孔として前記軸中心に対応する位置に
形成されている。この軸中心孔は、前記係合舌片収容孔と接続するように設けられている
。
【発明の効果】
【００１４】
　かかる構成を有する本発明の定着装置においては、前記ヒータの前記給電端子は、前記
端子板における前記取付部に取り付けられる（固定される）。前記端子板における前記係
止部は、前記定着フレームに係止される。これにより、前記ヒータが、前記定着フレーム
に固定的に支持される。また、前記端子板における前記係合端子部は、前記コネクタと弾
性的に係合されることで、当該コネクタを介して、前記ヒータに給電するための前記配線
と電気的に接続される。
【００１５】
　ここで、本発明の構成においては、前記係止部が前記ヒータの前記長手方向と平行に配
置される一方、前記係合端子部は前記ヒータの前記長手方向と交差するように配置される
。また、前記係止部及び前記係合端子部は、前記取付部から、同じ方向に延出するように
設けられる。具体的には、例えば、前記係止部が前記取付部と平行且つ同一平面上に配置
され、前記係合端子部が前記取付部の前記幅方向における前記最外端と結合されるととも
に当該最外端にて前記延出方向及び前記幅方向と直交する方向に屈曲するように設けられ
る。
【００１６】
　かかる構成によれば、前記ヒータの前記長手方向及び径方向における、前記ヒータの前
記給電端子からの、前記係止部及び前記係合端子部の突出量が、可及的に小さくされる。
よって、前記ヒータを安定的に支持するとともに当該ヒータに対する簡易且つ確実な給電
を行いつつ、装置構成を小型化することができる。
【００１７】
　また、前記加熱ローラ本体を小径化した場合であっても、前記端子板が取り付けられた
状態の前記ヒータを、当該加熱ローラ本体端部の開口部あるいは前記軸中心孔と前記係合
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舌片収容孔とが一体化された開口部に挿通させつつ、当該加熱ローラ本体内に良好に挿入
することができる。したがって、組み立て作業工程を煩雑化あるいは困難化することなく
、前記加熱ローラ本体を小径化することが可能になる。
【００１８】
　さらに、前記係止部及び前記係合端子部が前記ヒータにおける前記封止チップ部の突出
方向と同じ方向に延出するように（具体的には、例えば、前記ヒータの前記長手方向に沿
って側面視した場合に、前記係止部と前記封止チップ部とが重なるように）設けられるこ
とで、前記ヒータを前記加熱ローラ本体に挿入する作業の際に前記封止チップ部が前記加
熱ローラ本体の端部や前記受動ギヤと衝突することによる作業性の悪化が、良好に防止さ
れる。
【００１９】
　このように、本発明によれば、前記ヒータを安定的に支持しつつ前記ヒータに対する給
電を簡易且つ確実に行うとともに、さらなる装置構成の小型化が可能な、定着装置を提供
することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の一実施形態が適用された画像形成装置の一例であるレーザープリンタの
全体構成を示す側断面図である。
【図２】図１に示されている、本発明の一実施形態に係る定着ユニットを、斜め前方から
見た斜視図である。
【図３】図２に示されている定着ユニットの平面図である。
【図４】図２に示されている定着ユニットを、加熱ローラ本体側から見た、一部分解底面
図である。
【図５】図４に示されている加熱ローラ本体及びヒータの分解斜視図である。
【図６】図５に示されている加熱ローラ本体の斜視図である。
【図７】図５に示されているヒータの拡大斜視図である。
【図８】図４に示されている固定側端子板及び係止側端子板の周辺を拡大した斜視図であ
る。
【図９】図２に示されている定着ユニットを駆動ギヤ側から見た側面図（一部断面図）で
ある。
【図１０】図２に示されている定着ユニットを図９とは反対側から見た側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００２２】
　＜レーザープリンタの全体構成＞
　図１は、本発明の一実施形態が適用された画像形成装置の一例であるレーザープリンタ
１の全体構成を示す側断面図である。このレーザープリンタ１は、その内部にて、シート
状の記録媒体である用紙を用紙搬送経路ＰＰ（paper　path）に沿って搬送しつつ、当該
用紙上に現像剤（トナー）による像（以下、「トナー像」と称する。）を形成するように
構成されている。具体的には、レーザープリンタ１は、フィーダーユニット２と、プロセ
スカートリッジ３と、スキャナユニット４と、用紙搬送部５と、定着ユニット６と、を備
えている。
【００２３】
　なお、以下の説明では、図１における用紙搬送経路ＰＰに沿って用紙が搬送される方向
（すなわち用紙搬送経路ＰＰの任意の位置における接線方向）を、「用紙搬送方向」と称
する。また、図中左側を「前側」と称し、図中右側を「後側」と称する。よって、図１に
おける左右方向がレーザープリンタ１の前後方向となる。さらに、図１における左右方向
（上述の前後方向）及び上下方向（レーザープリンタ１の高さ方向）と垂直な方向である
、レーザープリンタ１の幅方向を、「用紙幅方向」と称する。この用紙幅方向は、用紙搬
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送方向及び用紙の厚さ方向と垂直な方向である。
【００２４】
　フィーダーユニット２は、レーザープリンタ１の本体部１０の下方に設けられていて、
前後方向にスライドさせることで当該本体部１０に対して着脱自在に構成されている。ま
た、フィーダーユニット２は、その内側にシート状の用紙を積層状態にて多数枚収容し得
るように構成されている。
【００２５】
　本体部１０内には、プロセスカートリッジ３が、着脱自在に収容されている。プロセス
カートリッジ３は、スキャナユニット４と協働することで、用紙上にトナー像を付着（担
持）させるように構成されている。また、本体部１０内には、用紙を用紙搬送経路ＰＰに
沿って搬送するための用紙搬送部５と、プロセスカートリッジ３によって用紙上に形成さ
れたトナー像を用紙上に定着させるための定着ユニット６と、が設けられている。本実施
形態においては、定着ユニット６は、本体部１０内における後側の位置に配置されていて
、本体部１０に対して着脱自在に構成されている。以下、本実施形態のレーザープリンタ
１の各部の構成について、より詳細に説明する。
【００２６】
　＜＜本体部＞＞
　外側カバー１１は、本体部１０のケーシングを構成する、合成樹脂製の箱状部材であり
、当該本体部１０内に収容される各種の部材を支持するための本体フレーム（図示せず）
を覆うように設けられている。
【００２７】
　外側カバー１１の天板を構成するトップカバー１２には、後側に向かうにつれて深くな
るような形状の凹部が設けられている。排紙トレイ１２ａは、この凹部の底面によって形
成されている。すなわち、排紙トレイ１２ａは、排紙口１２ｂから排出された画像形成済
みの用紙を受け止めて複数枚積載するために、トップカバー１２の前側から後側に向かっ
て斜め下方向に向かう斜面を形成するように設けられている。排紙口１２ｂは、外側カバ
ー１１における、排紙トレイ１２ａの下端部（後端部）の上方に設けられた開口部であっ
て、用紙幅方向に長手方向を有するスリット状に形成されている。
【００２８】
　外側カバー１１の後側には、開閉可能なリアカバー１３が設けられている。すなわち、
外側カバー１１は、使用者がリアカバー１３を開放して当該外側カバー１１の後側を開口
させることで、定着ユニット６を本体部１０に対して着脱したり定着ユニット６にて用紙
ジャムが発生した場合にジャム処理を行ったりすることができるように構成されている。
【００２９】
　＜＜画像形成部＞＞
　プロセスカートリッジ３のケーシング及びフレームを構成するプロセスケース３１には
、粉末状の乾式現像剤であるトナーが収容されているとともに、感光体ドラム３２と、帯
電器３３と、現像ローラ３４と、転写ローラ３５と、が設けられている。感光体ドラム３
２は、その外周部に感光体層が形成された、円筒形状の部材であって、用紙幅方向と平行
な軸を中心として回転駆動されるようなっている。帯電器３３は、感光体ドラム３２の周
面すなわち上述の感光体層の表面を一様に帯電させるために、当該表面と対向するように
配置されている。
【００３０】
　現像ローラ３４は、感光体ドラム３２と平行に配置されている。また、現像ローラ３４
は、感光体ドラム３２の周面と帯電器３３とが対向する位置よりも、感光体ドラム３２の
回転による当該周面の移動方向における下流側にて、当該周面と対向するように設けられ
ている。この現像ローラ３４は、帯電したトナーを感光体ドラム３２の周面に供給するた
めに回転駆動されるようになっている。
【００３１】
　転写ローラ３５は、感光体ドラム３２の周面と現像ローラ３４とが対向する位置よりも
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、上述の移動方向における下流側にて、当該周面と用紙搬送経路ＰＰを隔てて対向するよ
うに配置されている。この転写ローラ３５は、画像形成時に、感光体ドラム３２と連れ回
る方向（すなわち感光体ドラム３２の回転方向と反対方向）に回転するようになっている
。また、この転写ローラ３５は、感光体ドラム３２との間に印加される所定の電圧によっ
て、感光体ドラム３２の周面上に担持されたトナー像を用紙上に転写（付着）させるよう
になっている。
【００３２】
　スキャナユニット４は、プロセスカートリッジ３の上方に配置されている。このスキャ
ナユニット４は、画像データに基づいて変調されたレーザービームを生成するとともに、
かかるレーザービームを帯電器３３によって一様に帯電された感光体ドラム３２の周面上
にて用紙幅方向に沿って走査することで、当該周面上に静電潜像を形成するように構成さ
れている。
【００３３】
　＜＜給紙部＞＞
　用紙搬送部５は、給紙ローラ５１と、搬送ローラ５２と、レジストローラ５３と、排紙
ローラ５４と、を備えていて、用紙を用紙搬送経路ＰＰに沿ってフィーダーユニット２か
ら排紙トレイ１２ａまで搬送するように構成されている。
【００３４】
　給紙ローラ５１は、本体部１０の底部にて回転可能に支持されていて、フィーダーユニ
ット２内にて積層状態に収容された用紙の先端部と当接し得るように配置されている。こ
の給紙ローラ５１は、回転駆動されることで、用紙をフィーダーユニット２から１枚ずつ
ピックアップして搬送ローラ５２に向けて搬送するように構成されている。
【００３５】
　搬送ローラ５２は、給紙ローラ５１よりも用紙搬送方向における下流側に設けられてい
て、給紙ローラ５１によってピックアップされた用紙をレジストローラ５３に向けて送出
するようになっている。レジストローラ５３は、転写位置（感光体ドラム３２と転写ロー
ラ３５とが対向している位置）よりも用紙搬送方向における上流側に配置されていて、用
紙の向き及び搬送タイミングを調整するとともに、用紙を転写位置に向けて供給し得るよ
うになっている。排紙ローラ５４は、定着ユニット６を経た用紙を排紙トレイ１２ａ上に
排出し得るように、排紙口１２ｂの近傍に設けられている。
【００３６】
　＜＜定着ユニットの概略構成＞＞
　定着ユニット６は、上述の転写位置（感光体ドラム３２と転写ローラ３５とが対向する
位置）よりも用紙搬送方向における下流側に配置されていて、本体部１０に対して、前後
方向に沿った着脱方向ＡＤに着脱自在に構成されている。定着ユニット６は、定着フレー
ム６０と、加熱ローラ本体６１と、ヒータ６２と、対向ローラ６３と、を備えている。
【００３７】
　加熱ローラ本体６１は、用紙幅方向と平行な長手方向を有する金属製の薄肉中空円筒状
の部材であって、用紙幅方向と平行な軸を中心として回転可能に、定着フレーム６０に支
持されている。加熱ローラ本体６１は、その周面６１ａが用紙搬送経路ＰＰと対向するよ
うに設けられている。
【００３８】
　加熱ローラ本体６１の内側の空間内には、ヒータ６２が収容（挿入）されている。本実
施形態においては、ヒータ６２は、用紙幅方向に長手方向を有する、いわゆるハロゲンヒ
ータであって、図示しない給電回路によって給電されることで、用紙及びトナーを加熱す
るために必要な熱を発生するようになっている。また、後述するように、ヒータ６２は、
定着フレーム６０に固定的（すなわち回転不能）に支持されている。
【００３９】
　対向ローラ（加圧ローラとも称される）６３は、加熱ローラ本体６１と平行に設けられ
ている。この対向ローラ６３は、その外層にシリコンゴム層を有していて、加熱ローラ本
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体６１に対して所定の圧力をもって押圧されるように、用紙搬送経路ＰＰを挟んで加熱ロ
ーラ本体６１と対向する位置に配置されている。すなわち、定着ユニット６は、加熱ロー
ラ本体６１と対向ローラ６３との間で用紙をニップして、トナー像を担持した用紙を加熱
及び加圧することで、トナー像を用紙上に熱定着するように構成されている。
【００４０】
　図２は、図１に示されている、本発明の一実施形態に係る定着ユニット６を、斜め前方
から見た斜視図である。図３は、図２に示されている定着ユニット６の平面図である。図
４は、図２に示されている定着ユニット６を、加熱ローラ本体６１側から見た、一部分解
底面図である。
【００４１】
　図２～図４を参照すると、加熱ローラ本体６１の、用紙幅方向と平行な長手方向におけ
る一端部には、受動ギヤ６４が固定されている。この受動ギヤ６４は、定着ユニット６が
本体部１０に装着されたときに、本体部１０に設けられた駆動ギヤＤＧ（図２参照）と噛
み合うように設けられている。すなわち、加熱ローラ本体６１は、本体部１０に設けられ
た駆動ギヤＤＧからの回転駆動力を受動ギヤ６４が受けて回転駆動されることで、その周
面６１ａが、トナー像を担持した用紙表面と接触しつつ当該用紙とともに用紙搬送方向に
沿って移動するようになっている。
【００４２】
　図４を参照すると、ヒータ６２の長手方向における一端は、固定側端子板６５を介して
、定着フレーム６０に固定されている。すなわち、固定側端子板６５は、ネジＮ１によっ
て、定着フレーム６０に対して相対移動不能に固定されている。一方、ヒータ６２の長手
方向における他端は、本発明に係る係止側端子板６６を介して、定着フレーム６０に係止
されている。すなわち、係止側端子板６６は、ネジＮ２を介して、定着フレーム６０に対
してヒータ６２の長手方向に沿って相対移動可能に係止されている。
【００４３】
　＜＜定着ユニットの要部構成＞＞
　図５は、図４に示されている加熱ローラ本体６１及びヒータ６２の分解斜視図である。
図６は、図５に示されている加熱ローラ本体６１の斜視図である。図７は、図５に示され
ているヒータ６２の拡大斜視図である。図８は、図４に示されている固定側端子板６５及
び係止側端子板６６の周辺を拡大した斜視図である。図９は、図２に示されている定着ユ
ニット６を駆動ギヤＤＧ側から見た側面図（一部断面図）である。図１０は、図２に示さ
れている定着ユニット６を図９とは反対側から見た側面図である。以下、図５～図１０を
参照しつつ、本実施形態の要部構成の詳細について説明する。
【００４４】
　図５及び図６を参照すると、加熱ローラ本体６１の、受動ギヤ６４が装着（固定）され
る側の一端には、係合舌片６１１が形成されている。本実施形態においては、一対の係合
舌片６１１が、径方向に対向する位置に設けられている。係合舌片６１１は、加熱ローラ
本体６１の側断面視における円周方向に沿って設けられた舌片状の部材であって、加熱ロ
ーラ本体６１の径方向における外側に屈曲されることで受動ギヤ６４と係合するように形
成されている。
【００４５】
　図５を参照すると、ヒータ６２は、石英ガラス管製のヒータ本体６２１の内部に、フィ
ラメントを収容するとともにハロゲンガスを封入することによって構成されている。ヒー
タ本体６２１の長手方向における両端部の間の位置には、ガス封入の際に形成された封止
チップ６２１ａが、ヒータ本体６２１の径方向（すなわち加熱ローラ本体６１の径方向）
に外側に突出するように設けられている。ヒータ６２の長手方向における両端には、給電
端子６２２及び６２３が、それぞれ固定されている。給電端子６２２及び６２３は、棒状
の金属製ワイヤであって、ヒータ本体６２１の両端部から外側に突出するように、用紙幅
方向と平行に設けられている。
【００４６】
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　受動ギヤ６４には、軸中心孔６４１及び係合舌片収容孔６４２が、軸方向（受動ギヤ６
４の厚さ方向）について貫通するように形成されている。軸中心孔６４１は、ヒータ本体
６２１が挿通され得るように当該ヒータ本体６２１の外径よりも大きな内径に形成された
、側面視にて円形状の貫通孔であって、加熱ローラ本体６１及び受動ギヤ６４の軸中心に
対応する位置に設けられている。係合舌片収容孔６４２は、加熱ローラ本体６１の径方向
における外側に屈曲された状態の係合舌片６１１を収容することで当該係合舌片６１１を
係止するように、受動ギヤ６４の軸中心から偏倚した位置に設けられている。係合舌片収
容孔６４２は、軸中心孔６４１と接続することで、１つの開口部を形成するように設けら
れている。すなわち、係合舌片収容孔６４２は、軸中心孔６４１から径方向における外側
に広がるように設けられている。
【００４７】
　図５及び図７を参照すると、固定側端子板６５は、クランク状（略Ｚ字状あるいは略Ｎ
字状）に屈曲された一枚の金属製の板状部材であって、ヒータ６２を定着フレーム６０に
固定的に支持させるとともに当該ヒータ６２に給電するために、給電端子６２２に固定さ
れている。具体的には、固定側端子板６５は、取付部６５１と、固定部６５２と、結合部
６５３と、係合端子部６５４と、を備えている。取付部６５１は、ヒータ６２の長手方向
及び加熱ローラ本体６１の径方向と平行に設けられた平板状の部材であって、ヒータ６２
の給電端子６２２にハンダ付けによって固定されている。
【００４８】
　固定部６５２は、取付部６５１と平行且つ同一平面上に配置された平板状の部材であっ
て、取付部６５１から加熱ローラ本体６１の径方向における外側に向けて延出するように
設けられている。固定部６５２には、円形の貫通孔である固定孔６５５及びエンボス挿通
孔６５６が設けられている。図７及び図８を参照すると、固定孔６５５は、ツバ付きネジ
であるネジＮ１が挿通されるように形成されている。エンボス挿通孔６５６は、定着フレ
ーム６０の用紙幅方向における一端部に設けられたエンボスＥが挿通されるように形成さ
れている。固定部６５２は、エンボスＥをエンボス挿通孔６５６に挿通し且つネジＮ１を
固定孔６５５に挿通した状態で、ネジＮ１を締めることで、定着フレーム６０に対して相
対移動不能に固定されるようになっている。
【００４９】
　図５及び図７を参照すると、結合部６５３は、固定部６５２の延出方向における先端部
から、加熱ローラ本体６１の側断面視における円周方向に沿ってほぼ直角に屈曲するよう
に設けられている。係合端子部６５４は、結合部６５３を介して、固定部６５２と結合さ
れている。すなわち、係合端子部６５４は、結合部６５３の先端部（固定部６５２から遠
い側の端部）から、さらに固定部６５２の延出方向に延出するように設けられている。
【００５０】
　図７～図９を参照すると、係合端子部６５４は、舌片状の部材であって、ヒータ６２に
給電するための配線ケーブルＣ１の末端に設けられたファストン端子コネクタＦ１に挿入
されて当該ファストン端子コネクタＦ１と弾性的に係合することで、当該配線ケーブルＣ
１と電気的に接続されるように形成されている。また、図９を参照すると、固定側端子板
６５は、係合端子部６５４にファストン端子コネクタＦ１を装着する際に、係合端子部６
５４に加えられる力が、結合部６５３の両端部における弾性変形によって、定着フレーム
６０と固定部６５２とのネジＮ１による締結部分に可及的に加えられないように構成され
ている。
【００５１】
　図５及び図７を参照すると、本発明の「端子板」としての、係止側端子板６６は、略Ｌ
字状に屈曲された一枚の金属製の板状部材であって、ヒータ６２を定着フレーム６０に固
定的に支持させるとともに当該ヒータ６２に給電するために、給電端子６２３に固定され
ている。具体的には、係止側端子板６６は、取付部６６１と、係止部６６２と、屈曲部６
６３と、係合端子部６６４と、を備えている。
【００５２】
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　取付部６６１は、ヒータ６２の長手方向及び加熱ローラ本体６１の径方向と平行に設け
られた平板状の部材であって、ヒータ６２の給電端子６２３にハンダ付けによって固定さ
れている。この取付部６６１は、本実施形態においては、固定側端子板６５における取付
部６５１と平行且つ同一平面上に設けられている。
【００５３】
　係止部６６２は、取付部６６１と平行且つ同一平面上に配置された平板状且つ舌片状の
部材であって、取付部６６１から（給電端子６２３から）加熱ローラ本体６１の径方向に
おける外側に向けて延出するように設けられている。すなわち、係止部６６２は、ヒータ
６２の長手方向及び加熱ローラ本体６１の径方向と平行に配置されている。本実施形態に
おいては、係止部６６２は、封止チップ６２１ａの突出方向と同じ方向に延出することで
、ヒータ６２の長手方向に沿って側面視した場合に封止チップ６２１ａと重なるように設
けられている。
【００５４】
　係止部６６２には、ヒータ６２の長手方向と平行な長手方向を有する長円状の貫通孔で
ある係止孔６６５が設けられている。図７及び図８を参照すると、係止孔６６５は、ツバ
付きネジであるネジＮ２が挿通されるように形成されている。係止部６６２は、ネジＮ２
を係止孔６６５に挿通した状態で定着フレーム６０に固定することで、熱膨張に伴う給電
端子６２３の用紙幅方向（ヒータ６２の長手方向）についての僅かな移動に伴って定着フ
レーム６０に対して用紙幅方向に相対移動可能に係止されるようになっている。
【００５５】
　図５及び図７を参照すると、屈曲部６６３は、取付部６６１の用紙幅方向における最外
端（給電端子６２３から最も遠い側の端）から、ほぼ直角に屈曲されることで、用紙幅方
向すなわちヒータ６２の長手方向と直交するように設けられている。本実施形態において
は、屈曲部６６３は、固定側端子板６５における結合部６５３の延出方向と同じ方向に延
出するように設けられている。
【００５６】
　係合端子部６６４は、屈曲部６６３と平行且つ同一平面上に配置された（屈曲部６６３
と一体化された）平板状且つ舌片状の部材であって、屈曲部６６３を介して、取付部６６
１における上述の最外端と結合されている。すなわち、屈曲部６６３及び係合端子部６６
４は、取付部６６１における上述の最外端にて、係止部６６２の延出方向及び用紙幅方向
と直交する方向に屈曲されることで、ヒータ６２の長手方向と直交するように配置されて
いる。
【００５７】
　係合端子部６６４は、取付部６６１及び屈曲部６６３から、係止部６６２の延出方向と
同じ方向に延出するように設けられている。すなわち、係合端子部６６４は、封止チップ
６２１ａの突出方向と同じ方向に延出するように設けられている。また、係合端子部６６
４は、固定側端子板６５における係合端子部６５４とほぼ同じ方向に突出するように設け
られている。図９及び図１０を参照すると、係合端子部６６４は、固定側端子板６５にお
ける係合端子部６５４と同様に、ヒータ６２に給電するための配線ケーブルＣ２の末端に
設けられたファストン端子コネクタＦ２に挿入されて当該ファストン端子コネクタＦ２と
弾性的に係合することで、当該配線ケーブルＣ２と電気的に接続されるようになっている
。
【００５８】
　＜実施形態の構成による効果＞
　次に、上述の実施形態の構成による効果について、各図面を参照しつつ以下に説明する
。
【００５９】
　本実施形態の構成においては、係止側端子板６６における係止部６６２がヒータ６２の
長手方向と平行に配置される一方、係合端子部６６４がヒータ６２の長手方向と交差（具
体的には直交）するように配置される。また、係止部６６２及び係合端子部６６４は、取
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付部６６１から、同じ方向に延出するように設けられる。具体的には、係止部６６２が取
付部６６１と平行且つ同一平面上に配置され、係合端子部６６４が取付部６６１の用紙幅
方向における最外端と結合されるとともに当該最外端にて係止部６６２の延出方向及び用
紙幅方向と直交する方向に屈曲するように設けられる。さらに、係止部６６２及び係合端
子部６６４がヒータ６２における封止チップ６２１ａの突出方向と同じ方向に延出するよ
うに設けられるとともに、ヒータ６２の長手方向に沿って側面視した場合に、係止部６６
２が封止チップ６２１ａと重なるように設けられる。
【００６０】
　かかる構成によれば、ヒータ６２の長手方向（すなわち用紙幅方向）及び径方向におけ
る、ヒータ６２の給電端子６２３からの、係止側端子板６６（係止部６６２及び係合端子
部６６４）の突出量が、可及的に小さくされる。このため、加熱ローラ本体６１に受動ギ
ヤ６４を組み付けたものにヒータ６２を挿入する作業の際に、係止側端子板６６に、受動
ギヤ６４に設けられた貫通孔（軸中心孔６４１及び係合舌片収容孔６４２が一体化したも
の）及び加熱ローラ本体６１の長手方向における端部の開口部を通過させることが、きわ
めて容易となる。また、封止チップ６２１ａが、給電端子６２３からの係止側端子板６６
（係止部６６２）の突出範囲内に収まる。このため、上述の作業の際に封止チップ６２１
ａが受動ギヤ６４に設けられた貫通孔の開口端と衝突することによる作業性の悪化が、良
好に防止される。
【００６１】
　したがって、かかる構成によれば、加熱ローラ本体６１に受動ギヤ６４を組み付けたも
のにヒータ６２を挿入する作業が、容易且つ確実に行われる。また、加熱ローラ本体６１
を小径化した場合であっても、係止側端子板６６が取り付けられた状態のヒータ６２を、
受動ギヤ６４に設けられた貫通孔による開口部に挿通させつつ、当該加熱ローラ本体６１
内に良好に挿入することができる。このため、組み立て作業工程を煩雑化あるいは困難化
することなく、加熱ローラ本体６１を小径化することが可能になる。
【００６２】
　また、本実施形態の構成においては、ヒータ６２の給電端子６２２が固定側端子板６５
における取付部６５１に取り付けられ（固定され）、給電端子６２３が係止側端子板６６
における取付部６６１に取り付けられる（固定される）。そして、固定側端子板６５にお
ける固定部６５２が定着フレーム６０の用紙幅方向における一端部に固定されるとともに
、係止側端子板６６における係止部６６２が定着フレーム６０の他端部に係止される。よ
って、ヒータ６２の熱膨張に伴う給電端子６２２と給電端子６２３との用紙幅方向（ヒー
タ６２の長手方向）における距離の僅かな変動に対応して係止側端子板６６が移動可能に
係止されつつ、ヒータ６２が定着フレーム６０に固定的に支持される。
【００６３】
　固定側端子板６５及び係止側端子板６６を介してヒータ６２が定着フレーム６０に固定
的に支持された後、固定側端子板６５における係合端子部６５４がファストン端子コネク
タＦ１と弾性的に係合されるとともに、係止側端子板６６における係合端子部６６４がフ
ァストン端子コネクタＦ２と弾性的に係合される。これにより、ヒータ６２が上述の給電
回路に簡易且つ確実に接続される。
【００６４】
　このように、本実施形態の構成によれば、ヒータ６２を安定的に支持するとともに当該
ヒータ６２に対する簡易且つ確実な給電を行いつつ、定着ユニット６の装置構成を可及的
に小型化することができる。
【００６５】
　＜変形例の例示列挙＞
　なお、上述の実施形態は、出願人が取り敢えず本願の出願時点において最良であると考
えた本発明の代表的な実施形態を、単に例示したものにすぎない。よって、本発明はもと
より上述の実施形態に何ら限定されるものではない。したがって、本発明の本質的部分を
変更しない範囲内において、上述の実施形態に対して種々の変形が施され得ることは、当
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【００６６】
　以下、代表的な変形例について、幾つか例示する。以下の変形例の説明において、上述
の実施形態にて説明されている構成要素と同様の構成及び機能を有するものに対しては、
上述の実施形態と同様の符号が用いられ得るものとする。そして、かかる部材の説明につ
いては、技術的に矛盾しない範囲内において、上述の実施形態における説明が援用され得
るものとする。もっとも、言うまでもなく、変形例とて、以下に列挙されたもの限定され
るものではない。また、複数の変形例が、技術的に矛盾しない範囲内において、適宜、複
合的に適用され得る。
【００６７】
　本発明の適用対象は、単色のレーザープリンタに限定されない。例えば、本発明は、カ
ラーのレーザープリンタや、単色及びカラーの複写機等の、いわゆる電子写真方式の画像
形成装置に対して、好適に適用され得る。このとき、感光体の形状は、上述の実施形態の
ようなドラム状でなくてもよい。例えば、平板状や無端ベルト状等であってもよい。また
、本発明は、上述の電子写真方式以外の方式（例えば、感光体を用いないトナージェット
方式、イオンフロー方式、マルチスタイラス電極方式、等）の画像形成装置に対しても、
好適に適用され得る。
【００６８】
　ヒータ６２の給電端子６２２，６２３と、取付部６５１，６６１との固定は、ハンダ付
け以外の方法で行われ得る。また、係止側端子板６６における取付部６６１と係止部６６
２との間には、段差が設けられていてもよい。さらに、取付部６６１及び係止部６６２と
係合端子部６６４との屈曲角度は、略直角でなくてもよい。すなわち、係合端子部６６４
は、ヒータ６２の長手方向と直交していなくてもよい。
【００６９】
　その他、特段に言及されていない変形例についても、本発明の本質的部分を変更しない
範囲内において、本発明の技術的範囲に含まれることは当然である。また、本発明の課題
を解決するための手段を構成する各要素における、作用・機能的に表現されている要素は
、上述の実施形態や変形例にて開示されている具体的構造の他、当該作用・機能を実現可
能ないかなる構造をも含む。さらに、本明細書にて引用した他の出願や公報の内容（明細
書及び図面を含む）は、本明細書の一部を構成するものとして、必要に応じて且つ技術的
に矛盾しない範囲内において援用され得る。
【符号の説明】
【００７０】
６…定着ユニット　　　　　６０…定着フレーム
６１…加熱ローラ本体　　　６１ａ…周面　　　　　　　６１１…係合舌片
６２…ヒータ　　　　　　　６２１…ヒータ本体　　　　６２１ａ…封止チップ
６２２…給電端子　　　　　６２３…給電端子
６４…受動ギヤ　　　　　　６４１…軸中心孔　　　　　６４２…係合舌片収容孔
６６…係止側端子板　　　　６６１…取付部　　　　　　６６２…係止部
６６３…屈曲部　　　　　　６６４…係合端子部　　　　６６５…係止孔
Ｃ２…配線ケーブル　　　　Ｆ２…ファストン端子コネクタ
【先行技術文献】
【特許文献】
【００７１】
【特許文献１】特開２０００－２８４６２２号公報
【特許文献２】特開２００９－１８０８３９号公報
【特許文献３】特開２００９－２２９８４９号公報
【特許文献４】特開２００９－２９５４６２号公報
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